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放射能標準とトレーサビリティ体系の確立

1.　はじめに

　放射能の単位はベクレル(Bq)であり，これは単位時

間あたりに原子核が自らα線やβ線を放出して他の原
子核に変化（壊変／秒）する数である。計量法において

も，政令で定める「物質の状態の量」で放射能の単位と

してB q ，関連する単位規則（省令）において，粒子フル

エンス（率）m-2(s-1)，放射能面密度Bq/m2，放射能濃度Bq/

m3，Bq/kg が取り入れられている。電総研は国の標準機

関として，これらの量を精度良く値付けし，一次標準

とそのトレーサビリティ体系の確立を行う必要があ

る。これまで電総研においては，4πβ−γ 同時測定法によ
る絶対測定により，出来るだけ精度良く放射能の値付

けを行い，その範囲の拡大には，加圧型電離箱やG e 検

出器等を用いて十分な信頼性と精度を保ちつつ，一次

標準の供給を行ってきた1 ) 。これらの精度と国際的整

合性は，既に多くの国際比較等により，確認されてい

るところである2-6)。

　一方，国際的な規格の整合性や標準の同等性が広く

求められ，トレーサビリティが保証された標準の供給

体制確立の重要性が認識され，これら標準体系の確立

を目指した知的基盤整備推進制度が実施された。放射

能標準についても，科学技術振興調整費の知的基盤枠

に物理標準の高度化の一環として新規計上され，「放

射能標準トレーサビリティ体系の確立に関する研究」

をテーマとし，電総研放射能標準ラボと日本アイソ

トープ協会，日本原子力研究所の3者の協力の下，平成

9年度より13年度までの5年計画で研究を開始した。こ

こでは，この研究を通して実施された特定二次標準器

類の整備と，電総研の一次標準の国際的整合性を確認

するために実施した国際比較等に関するこれまでの成

果と，新法人化後の今後の研究方針に関して報告する。

2.　放射能の標準用特定二次標準器等の整備

　電総研においてこれまで，主に4πβ−γ 同時測定によ

り一次標準の値付けがなされてきたが，放射能は化学

標準物質と同様に，長期に亘る作り置きが出来ず，ま

た毎回絶対測定を行うのでは供給に限界がある。そこ

で，実際に標準の供給とそのトレーサビリティを保証
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するには，安定性と簡便性（一定の校正周期以内に測

定値が変動しない。測定マニュアルに従えば，特殊な

技術や経験を持たずとも良好な結果が得られる。

等々）に優れた二次標準器が必要である。さらに，放射

能標準の場合には，一次標準の値付け手法の4πβ−γ 同

時法は，測定可能な強度範囲が限られている。このた

め，さらに「十分な信頼性を持って，測定範囲が拡大で

きる」ことも必要な条件となる。これらの必要条件と，

放射性核種の様々な形態とを勘案し，γ線核種放射能に
は，基準となる長半減期の線源と組み合わせた加圧型

電離箱システム，密封小線源からのγ 線放出率には，Ge
検出器等のγ線スペクトロメータ，純β及びα核種には
液体シンチレーションカウンタ，面線源からの荷電粒

子放出率にはマルチワイヤー式2π比例計数装置，放射
能面密度及び電着小線源の放射能面密度には，S i 表面

障壁型検出器などの荷電粒子スペクトロメータをそ

れぞれ特定二次標準器に選択し，これらの整備と実際

の校正を試みた。

2.1　加圧型電離箱の製作

　電離箱は一定の空間に電位差を与え，放射線がその

空間を横切る際に電離した電荷を集める装置である。
γ 線核種の放射能測定に用いられる電離箱は，測定効
率を上げるため，線源を中心部に挿入する中空円筒型

で，内部のガス圧を1～2MPa程度に加圧したものが主

流である。内部に密封するガスは，窒素やアルゴン等

の安定なものが選ばれている。この様な，γ 線核種放射
能測定用の加圧型電離箱は，密封した容器が物理的に

変形したり，内部ガスが抜けない限り極めて安定であ

る。しかも，γ 線放出核種の場合，アンプルに入れたまま
で相対的な値付けが可能で，特別な測定技術も必要と

しない等，二次標準器に適した性質を持つ。さらに，電

離箱の校正を長半減期の密封線源を用いて相対的な

値付けとすれば，温度，気圧，バックグラウンドの変

動，さらには電流計の読み値変化等の不可避的な変動

をもキャンセルし，標準器としてのシステムの安定性

が保証出来る。そこで，長半減期の基準線源と組み合

わせた加圧型電離箱をγ 線核種の特定二次標準器とし7)，

トレーサビリティの確保のため，全く同じ形状のもの

を2セット製作し，電総研と日本アイソトープ協会に設

置することとした。図1に今回試作した電離箱の断面図

を示す。

2.2　基準線源の製作

　電離箱の出力安定性を確認する長半減期の密封線

源の作成も併せて試みた。一般に，これまでは入手し

やすいラジウム（Ra-226）が用いられてきたが，ラジウ

ムにはHeガスの蓄積やラドンのリーク等，種々の問題

があることから，本研究では半減期1200年の166mHoを

選択した8)。 166mHo線源は，塩化ホルミウム溶液の化学

形で米国のIPL社より購入し，これを原研のアイソトー

プ利用開発室で密封線源に加工した。図2に今回製作

した線源の断面図を示す。線源は，もともとの強度が

3.7MBq以下であるので，その保持や移動は特段の許可

を必要としないが，この図に示す格納容器に入れた状

態でG M サーベイメータを用いて実測した結果，周辺

線量率は，容器直近で約8µ Sv/h，約15cm離れた所では
約2µ Sv/hと，保管や輸送における取り扱いで，これ以
上特段の遮蔽を行う必要の無い線量であることが確

認された。

 　線源は，この図に示されたように，3重の容器で密封

されたうえ，さらに取り扱いを簡単にするためのホル

ダーに入れた状態で使用される。格納容器は，このホ

ルダーを差し込むだけで，ワンタッチロック機能があ

る。全体の重量は約3kgで，容器ごと手で持ち運びが可

能である。

　我が国の放射能標準において，γ 線核種については

図1　今回試作した電離箱の断面図
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今回試作した加圧型電離箱とHo-166m 基準線源によ

り，基本的な部分はカバーできるものと考える7 )。一方，

近年標準のグローバル化と地域囲い込みが同時に進

行しているが，我が国がアジア地区のA P M P ( A s i a

Pasific Metrology Programm) の活動に，この加圧型電離

箱を用いてBIPM/SIRと同様のサービスを行うことも

可能である。さらに，電総研と同じ線源を供与するこ

とで，電総研にトレーサビリティのとれた標準体系を

形作ることも可能である。今後，積極的にこの様な

サービスを行うことにより，我が国ばかりでなく，ア

ジア地区全体の放射能標準のレベルアップにつなが

ると期待される。

2.3　マルチワイヤーチャンバーの試作

　放射能取扱施設の出入り管理に使用されているハ

ンドフットモニタ等の校正には，α線やβ線を放出する
核種を塗布した面線源が使用されており，放射能面密

度(Bq/m2)と，これらの線源からの荷電粒子放出率が標

準として求められている。これに関しては，線源の表

面から放出される荷電粒子をほぼ100％の効率で測定

できる大面積の2πガスフローカウンタを，加圧型電離
箱同様，日本アイソトープ協会と共同で設計・試作し

た。現在，Cl-36線源の測定を行い，この線源を電総研，

日本アイソトープ協会，NIST（米国），INER（台湾）で持

ち回り測定し，相互比較を実施しているところであ

る。

3.　放射能標準のキーコンパリソン

　国際的な標準の同等性を証明する手段の一つに，相

互比較がある。特にBIPMまたは主要機関が主催し，各

国の標準研究機関がオープンで参加し，それぞれの量

についての指標となる機関比較をキーコンパリソン

と呼ぶ。放射能に関するキーコンパリソンは，97年4月

にBIPMで開催された電離性放射線諮問委員会第2分

科会(CCRI-II)において，CCRI-IIが定期的（ほぼ3年に1

度）に実施する国際比較と，B I PM の国際γ線核種放射
能測定参照システム(International Reference System for

Activity Measurements of Gamma-ray Emitting Nuclides;

SIR) を仲介とした国際比較とすることで合意された9)。

このSIRとは，1978年に国際度量衡局に設置された加

圧型の電離箱で（セントロニクス社製IG11/N20，2MPa

の窒素ガスを封入してある。）各国の標準機関から随

時送付される一次標準溶液を，B I PM の持つラジウム

密封線源と相対測定を行い，その結果を公表するシス

テムである10)。これまで約50核種について500サンプル

が送られ，測定結果の全リストが公表されている11)。電

総研からもCCRIの主催する国際比較以外にも，定期的

に核種を選択してBIPM/SIRに試料を送付してきた12,13)。

表１に，最近電総研が実施・参加したキーコンパリソ

ンを示す。また，図3に97年度に送付した59Feの例を示

した。

　この図にある電総研の値は9 7 年に送付したもので

図2　166mHo密封線源の断面図及び格納容器
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あるが，それ以外は1978年以降随時各国の研究機関か

ら送付されたものである。SIRでは，この様に各国から随

時送付される線源を測定し，結果の公表を行っている。

4.　今後の放射能標準研究の進め方

　これまでの研究の結果，γ 線核種の機器校正線源強
度から医療レベルまでの範囲に関しては，きちんとト

レーサビリティが保証された標準の供給体制が整備

されたと考える。また，荷電粒子放出率に関しても，

NISTと相互比較の最中ではあるが，ハードルはクリア

出来たものと考えている。今後，γ 線核種の極微量レベ
ル及び純α  ・β 核種標準に取り掛かる予定である。
　特に，放射能核種の中には，全くγ線を放出しない純
α ，β 核種も多く含まれており，これらはγ線を出さな
い故に，例えば体内の代謝検査等に用いられており，

これらの核種についてもトレーサビリティを求めら

ている。この様な要求に応えるため，現在国際度量衡

局において液体シンチレーションカウンタを基準測

定器としたシステムが立ち上げられつつあり，我が国

からも，既にSr-90やTl-204と言った純β核種が送付さ
れている。今後，γ線核種と同様，いくつかの代表的核種
について国際比較を行い，我が国の標準の整合性を確

認するとともに，液体シンチレーションカウンタによ

る二次標準供給体制も，併せて立ち上げてゆく予定で

ある。また，環境レベルの極微弱放射能に関しても，近

年トレーサビリティの取れた標準線源が求められて

いる。12年度において，科振費により，従来のX線フィ

比較核類� 仲介検出器／比較物質� 中核機関� 参加メンバー�
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図3　59Fe放射能のSIRにおける比較例
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ルムの1000倍もの感度を有する，イメージングプレー

トが導入される予定であり，この装置の活躍が期待さ

れる。また，環境放射能で重要な成分であるラドンに

ついても，電総研の保有するラジウム標準溶液を基に

した線源作成からアプローチを開始しているところ

である。今後，これらの準備作業を着実に実施し，我が

国の放射能標準トレーサビリテイ確立に寄与したい

と考えている。
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